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1.　18年９月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）
　(1) 連結経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 4,166 △18.9 △667 ― △789 ―

17年９月中間期 5,139 △20.5 △318 ― △463 ―

18 年 ３月期 9,812 　 △729 　 △988 　

　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年９月中間期 △806 ― △38 99 ― ―

17年９月中間期 △330 ― △15 97 ― ―

18 年 ３月期 △189 　 △9 15 ― ―
(注) ① 持分法投資損益 18年９月中間期 ０百万円 17年９月中間期 ７百万円 18年３月期 ７百万円

　 ② 期中平均株式数(連結) 18年９月中間期 20,697,584株 17年９月中間期 20,702,687株 18年３月期 20,701,382株

　 ③ 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
　(2) 連結財政状態
　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 8,535 3,556 41.7 171 86

17年９月中間期 11,560 4,399 38.1 212 54

18 年 ３月期 9,698 4,392 45.3 212 21
(注) 期末発行済株式数(連結) 18年９月中間期 20,695,246株 17年９月中間期 20,701,348株 18年３月期 20,699,180株

　
　(3) 連結キャッシュ・フローの状況

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

18年９月中間期 △364 △55 △191 568

17年９月中間期 28 △37 60 650

18 年 ３月期 539 1,219 △1,177 1,180
　
　(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 ２社　 持分法適用非連結子会社数 －社　 持分法適用関連会社数 １社
　
　(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結(新規) －社　 (除外) －社　 持分法(新規) －社　 (除外) －社
　
2.　19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）
　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

通期 8,700 △730 △760

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期） △36円72銭(18年9月中間期末発行済株式数による)

　　※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によって異な
る結果となる可能性があります。上記の予想に関する事項については、添付資料の４ページをご参照下さい。　　
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1. 企業集団の状況

当社グループは、連結財務諸表提出会社（以下、当社という）と、連結子会社２社、持分法適用関連会

社１社および持分法非適用関連会社３社によって構成されており、保健関連商品の製造販売を主な事業内容

としている。　

　当社グループの事業における位置付けは次のとおりである。

　当社が中心となり、保健関連商品の開発ならびに製造販売を行っている。

（株）仁丹ファインケミカルは、「ビフィーナ」シリーズを始めとする保健食品と、平成17年４月１日付で

当社事業から移管した業務用入浴剤販売および特需ルート販売事業を行っている。また、当社で販売してい

る「暮らしのデオドライザー（脱臭剤）」の原料および製品を同社より購入している。

　仁丹ミラセルびわ湖（株）は、仁丹ミラセル工場びわ湖の一部の運営会社である。

　ロート製薬（株）との戦略的資本・業務提携の取組みの一環として（株）メディケアシステムズを平成17

年７月１日に設立し、胃腸薬を中心とした内服薬と、仁丹を始めとした保健関連商品の販売を行っている。

　持分法を適用していない関連会社としてその他３社があるが、重要性がないので事業の系統図からは除い

ている。　　　　

　　　事業の系統図は次のとおりである。
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2. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

百年を超える歴史を持つ当社は、創業以来保健産業の担い手となることを企業理念とし、皆様方の健康

づくりのお役に立つべく努力してまいりました。高齢化社会が進展し、セルフメディケーションが求めら

れる現在、より高い健康づくりのお役に立つことが、当社の願いであります。　企業を取り巻く経営環境

はますます厳しくなっており、今ほど企業の変革が求められている時代はないと考えます。着実に事業化

を目指すため、当社は①高機能で高品質な商品を開発するための「技術革新」、②テレホンマーケティン

グを中心とする通信販売や海外市場への進出などの新しい販売形態を開拓するための「販売革命」、③人

材活性化のための「社内体質改善」をさらに推し進めてまいります。

　さらに当社の技術基盤であります「シームレスカプセル技術」の応用を中心として、科学的データによ

る裏付けのなされた、信頼性のある商品を開発してまいります。
　

(2) 会社の利益配分に関する基本方針

当社は着実な経営の基礎づくりを進めることにより、中長期的に投資価値のある企業となるべく今後も

事業の拡大に努力してまいります。株主の皆様への安定した配当水準も、最重要政策のひとつとして位置

付けておりますとともに、株主資本当期純利益率の向上も重要な目標として位置付けております。
　

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び基本方針等

当社は株式の流動性の向上を重要課題として認識しております。株主の皆様を始めとする投資家の皆様

の利便性を図るため、投資単位の引下げを検討してまいります。

　（現在の１単元の株式数＝１，０００株）
　

(4) 目標とする経営指標

当社は中長期的な安定的成長性の観点から自己資本比率を経営指標としており、その改善に努めており

ます。平成15年11月には総額29億６千１百万円（発行株数590万株）の第三者割当増資を実施し、株主資

本の充実を図りました。また、当中間期において売掛金の削減を強化するなど資産圧縮を実施した結果、

本中間期末の自己資本比率は41.7 ％で前中間期末比3.6ポイントの改善となっております。また、株式時

価総額を株主資本とする時価ベースの自己資本比率は本中間期末89.7％となりました。今後も着実な収益

拡大を図ることにより自己資本比率の向上を目指してまいります。
　

(5) 中長期的な経営戦略と対処すべき課題

本年４月より事業構造の改革と経営体質の強化を狙いとした新中期経営計画（ＪＭＩⅡ）がスタート致

しました。本計画は昨年４月以降の新体制下で実施してきた諸改革の意識の徹底を意図し、ヘルスケア事

業については競合激化する健康食品マーケットで先発企業として確固たる地位を固めること、カプセル受

託事業においては後発企業が出現するなか特許・技術に守られたシームレスカプセルの先駆者として一層

の躍進を目指すことを目的としております。

本計画の基本方針として

　①本年２月に公表した構造改革を徹底し、環境変化に強く継続的な成長性・収益性・安全性を確保できる

企業体質の構築を目指す。

　②ヘルスケア事業では、創業来の精神である「体と心のあり方を考え、人間が自ら持つ健康の力を引き出

し高めること」を使命としてお客様に「保健関連商品」を提供し、高い信頼と支持を得る。

　③カプセル受託事業では、特許技術を活かした高付加価値に経営資源をシフトし、マーケットニーズに即

した開発営業体制のもと、事業基盤の安定化と拡大を目指す。

を明確化しております。

当社を取り巻く経営環境の変化が著しいなか、上記の「構造改革」の更なる徹底と、本「新中期経営計

画」の戦略および重点施策をスピードを上げて実施し、迅速な業務改善に努めてまいります。
　

(6) 親会社等に関する事項

当社は親会社等を有していないため、当項目に記載すべき事項はありません。
　

(7) その他、会社の経営上の重要な事項

当項目に記載すべき事項はありません。
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3. 経営成績及び財政状態

(1) 経営成績

①当期の概況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰、金利上昇などの懸念材料は残るものの、

企業の設備投資や個人消費は底堅く、景気は緩やかな回復基調を維持して推移いたしました。

このような環境のなか、当社グループの状況は本年10月20日の業績予想修正の公表の通り、極めて厳し

い結果となりました。

特に他社の不祥事に端を発する一部健康食品に対する不信感の影響と行政による薬事指導の徹底もあ

り、健康食品事業を取り巻く経営環境は厳しさを増しております。加えて、大手食品メーカーを始めとす

る異業種の相次ぐ健康食品事業への進出が市場での競合激化を招いております。

そのなか、当社は５月に主力商品である緑茶青汁、９月にビフィーナ化粧品のリニューアルを実施いた

しましたが、これらリニューアル品への移行の遅れに加えアガリクスの売上落ち込みの影響もあって、通

信販売事業の売上が大きく減少しました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は41億６千６百万円

（前年同期比９億７千３百万円減、18.9％減）となりました。

経常損益につきましては、上記の通り売上高が大きく減少したことと、商品のリニューアル告知や拡販

のための宣伝広告活動を積極的に実施したものの新規顧客獲得コストが従前を大きく上回ったことなどか

ら、営業損失６億６千７百万円（前年同期比３億４千９百万円減）、経常損失７億８千９百万円（前年同

期比３億２千６百万円減）となりました。

連結純損益につきましては、特別損失として固定資産処分損８百万円があり、中間純損失は８億６百万

円（前年同期比４億７千６百万円減）となりました。

　

〈セグメント別状況〉

○保健関連商品の販売

通信販売事業が中心となりますヘルスケア分野では、主力の青汁・化粧品のリニューアル品への移行の

遅れ、他社不祥事例によるアガリクスやダイエット商品の落ち込みにより、売上高は20億３千４百万円

（前年同期比９億６千５百万円減）となりました。国内小売店販売事業が中心となりますオーラルケア分

野およびメディカルケア分野につきましてはロート製薬株式会社との共同販売会社　株式会社メディケア

システムズが順調に稼動しており、売上高はオーラルケア分野で３億４千１百万円（前年同期比２億６千

８百万円増）、メディカルケア分野で３億３千４百万円（前年同期比４千３百万円増）となりました。カ

プセル受託分野につきましてはプロバイオティックカプセルが好調であったものの、海外のフレーバーカ

プセルの受託量が安定し、売上高は10億４千１百万円（前年同期比２億９千６百万円減）となりました。

　

②今下期の見通し

本年度下期につきましては、通信販売事業の戦略を大幅に見直し、着実な売上高の確保に努めるととも

に期間損益の黒字転換を目指します。具体的には、

1.通信販売事業においては、開発・生産・販売を一元的に管理監督する企画戦略室を設置し、ビフィズ

ス菌カプセル製剤のビフィーナなど注力商品の絞込みや複数の新製品の投入といった商品戦略を強化

してまいります。

2.通信販売事業の宣伝広告・販売促進費を中心とした大幅な経費削減をすすめ、売上獲得コストの効率

化の徹底を図ってまいります。

3.カプセル受託事業に関しては、収益性の高いプロバイオティックおよび機能性カプセルに注力してま

いります。

4.国内小売店販売事業においては、株式会社メディケアシステムズへ供給する商品ラインナップの増強

や市場戦略の再構築など収益の増加に努めてまいります。

以上の施策を実行する事により、本下期の期間損益の黒字転換を目指し、安定した黒字体質への転換を

図ってまいります。
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(2) 財政状態

①当期の概況

当中間連結会計期間においては、国内小売店販売事業およびカプセル受託事業は比較的順調に推移しま

した。ただし通信販売事業において、前年同期比較で大きく減収になったことにより、売上債権の圧縮に

努めるとともに、経費の一層の削減に努めましたが、営業活動によるキャッシュ・フローは、３億６千４

百万円のマイナスとなりました。投資活動によるキャッシュ・フローはミラセル工場における生産設備投

資を約５千万円実施した結果、５千５百万円のマイナスとなりました。財務活動によるキャッシュ・フロ

ーは、長期借入金返済を進めた結果、１億９千１百万円のマイナスとなりました。その結果、現金及び現

金同等物の中間連結会計期間末残高は５億６千８百万円となりました。

自己資本比率のトレンド

　 第69期中間期 第69期 第70期中間期

　 平成17年９月期 平成18年３月期 平成18年９月期

 自己資本比率（％） 38.1 45.3 41.7

時価ベースの自己資本比率(％) 82.4 91.8 89.7

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

　　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　　※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出している。

　　　　※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出している。

　　②今下期の見通し

今下期につきましては、カプセル受託事業を中心とする確実な増売と宣伝販促費をはじめとする経費の

大幅な圧縮およびたな卸資産圧縮により、営業活動によるキャッシュ・フローのプラスを見込んでおりま

す。

　

(3) 事業等のリスク

当社グループの財政状態および経営成績に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなも

のがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、中間決算短信発表時（平成18年11月17日）現在において当社

グループが判断したものであります。

①薬事法による規制について

当社は保健関連商品の製造販売を主要な事業としており、ヘルスケア分野およびオーラルケア分野の商

品の多くが薬事法の規制を受けております。このため薬事行政の動向によっては、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。

②カプセル受託事業について

カプセル受託事業は、海外大手食品メーカー数社に対するフレーバーカプセルの売上高ウェイトが相対

的に低下しているものの、受託先商品の需要動向によっては、受託高（売上）が大きく増減し、当社グル

ープの業績に影響を与える可能性があります。今後は、海外大口案件と並行しつつ、日本国内での受託も

積極的に行い、安定した受注の確保に努めてまいります。

③個人情報の管理について

当社は保健関連商品の通信販売事業を行っており顧客の個人情報を含むデータベースを構築、管理する

必要があります。当社は「個人情報保護規程」を設定、厳格な個人情報の管理の徹底を図っております

が、何らかの原因により個人情報が流出した場合、当社に対する信頼を失うことになり、業績に影響を与

える可能性があります。

④保健関連商品事業について

当社の営む保健関連商品事業は、当社と同様の商品を扱う競合会社の増加が顕著であり、競争は年々激

化してきております。当社は新製品の研究開発により市場の要請に合った商品の開発に努めております

が、他社との差別化等の対応が不十分な場合には、業績に影響を与える可能性があります。
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4. 中間連結財務諸表等

中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※１ 　 675 　 　 568 　 　 1,180 　
　２　受取手形及び
　　　売掛金

※３ 　 2,444 　 　 1,297 　 　 1,583 　

　３　たな卸資産 　 　 2,501 　 　 1,738 　 　 1,868 　

　４　繰延税金資産 　 　 4 　 　 4 　 　 5 　

　５　未収入金 　 　 48 　 　 34 　 　 51 　

　６　その他 　 　 114 　 　 138 　 　 90 　

　　　貸倒引当金 　 　 △11 　 　 △6 　 　 △10 　

　　　流動資産合計 　 　 5,775 50.0 　 3,775 44.2 　 4,768 49.2

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　　１　建物及び
　　　　構築物

※１ 3,913 　 　 3,766 　 　 3,769 　 　

　　　　減価償却
　　　　累計額

　 △1,863 2,049 　 △1,835 1,931 　 △1,791 1,977 　

　　２　機械装置
　　　　及び運搬具

※１ 3,657 　 　 3,699 　 　 3,717 　 　

　　　　減価償却
　　　　累計額

　 △2,534 1,123 　 △2,698 1,000 　 △2,631 1,086 　

　　３　土地 ※１ 　 805 　 　 804 　 　 804 　

　　４　建設仮勘定 　 　 82 　 　 18 　 　 1 　

　　５　その他 　 616 　 　 644 　 　 628 　 　
　　　　減価償却
　　　　累計額

　 △508 107 　 △533 110 　 △525 102 　

　　　有形固定資産
　　　合計

　 　 4,169 36.1 　 3,864 45.3 　 3,974 40.9

　(2) 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　　１　電話加入
　　　　権他

　 　 111 　 　 97 　 　 104 　

　　　無形固定資産
　　　合計

　 　 111 1.0 　 97 1.1 　 104 1.1

　(3) 投資その他の
　　　資産

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　投資
　　　　有価証券

※１ 　 1,278 　 　 608 　 　 656 　

　　２　長期貸付金 　 　 62 　 　 58 　 　 59 　

　　３　その他 　 　 146 　 　 130 　 　 134 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △0 　 　 △0 　 　 △0 　
　　　投資その他の
　　　資産合計

　 　 1,486 12.8 　 797 9.4 　 851 8.8

　　　固定資産合計 　 　 5,767 49.9 　 4,760 55.8 　 4,930 50.8

Ⅲ　繰延資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　新株発行費 　 　 17 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　繰延資産合計 　 　 17 0.1 　 ― ― 　 ― ―

　　　資産合計 　 　 11,560 100.0 　 8,535 100.0 　 9,698 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び
　　　買掛金

　 　 1,678 　 　 1,210 　 　 1,269 　

　２　短期借入金 ※１ 　 2,623 　 　 1,414 　 　 1,482 　

　３　未払法人税等 　 　 17 　 　 18 　 　 26 　

　４　未払費用 　 　 506 　 　 569 　 　 637 　

　５　賞与引当金 　 　 106 　 　 86 　 　 91 　

　６　返品調整
　　　引当金

　 　 25 　 　 25 　 　 25 　

　７　その他 ※１ 　 315 　 　 109 　 　 90 　

　　　流動負債合計 　 　 5,273 45.6 　 3,432 40.2 　 3,623 37.4

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※１ 　 1,184 　 　 966 　 　 1,087 　

　２　繰延税金負債 　 　 180 　 　 62 　 　 80 　

　３　退職給付
　　　引当金

　 　 520 　 　 516 　 　 511 　

　４　預り保証金 　 　 2 　 　 0 　 　 2 　

　　　固定負債合計 　 　 1,887 16.3 　 1,546 18.1 　 1,683 17.3

　　　負債合計 　 　 7,161 61.9 　 4,979 58.3 　 5,306 54.7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(少数株主持分) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　少数株主持分 　 　 ― ― 　 ― ― 　 ― ―

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 3,537 30.6 　 ― ― 　 3,537 36.5

Ⅱ　資本剰余金 　 　 963 8.3 　 ― ― 　 963 9.9

Ⅲ　利益剰余金 　 　 △373 △3.2 　 ― ― 　 △232 △2.4

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 325 2.8 　 ― ― 　 178 1.8

Ⅴ　自己株式 　 　 △53 △0.4 　 ― ― 　 △54 △0.5

　　　資本合計 　 　 4,399 38.1 　 ― ― 　 4,392 45.3

　　　負債、少数
　　　株主持分及び
　　　資本合計

　 　 11,560 100.0 　 ― ― 　 9,698 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 3,537 41.4 　 ― 　

　２　資本剰余金 　 　 ― 　 　 963 11.3 　 ― 　

　３　利益剰余金 　 　 ― 　 　 △1,039 △12.2 　 ― 　

　４　自己株式 　 　 ― 　 　 △55 △0.6 　 ― 　

　　　株主資本合計 　 　 ― 　 　 3,405 39.9 　 ― 　

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― 　 　 150 1.8 　 ― 　

　　　評価・換算
　　　差額等合計

　 　 ― 　 　 150 1.8 　 ― 　

Ⅲ　少数株主持分 　 　 ― 　 　 ― ― 　 ― 　

　　　純資産合計 　 　 ― 　 　 3,556 41.7 　 ― 　

　　　負債及び
　　　純資産合計

　 　 ― ― 　 8,535 100.0 　 ― ―
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② 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 5,139 100.0 　 4,166 100.0 　 9,812 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 2,601 50.6 　 2,303 55.3 　 5,196 52.9

　　　売上総利益 　 　 2,538 49.4 　 1,862 44.7 　 4,615 47.1

　　　返品調整引当金
　　　戻入額 　 115 　 　 ― 　 　 115 　 　

　　　返品調整引当金
　　　繰入額 　 25 △90 △1.7 ― ― 　 25 △90 △0.9

　　　差引売上総利益 　 　 2,628 51.1 　 1,862 44.7 　 4,705 48.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　販売促進費 　 686 　 　 644 　 　 1,369 　 　

　２　広告宣伝費 　 999 　 　 882 　 　 1,746 　 　

　３　人件費 　 506 　 　 381 　 　 899 　 　

　４　賞与引当金繰入額 　 39 　 　 19 　 　 68 　 　

　５　退職給付引当金
　　　繰入額 　 23 　 　 13 　 　 41 　 　

　６　減価償却費 　 26 　 　 24 　 　 59 　 　

　７　研究開発費 　 148 　 　 128 　 　 286 　 　

　８　その他 　 516 2,946 57.3 434 2,530 60.7 964 5,435 55.4

　　　営業損失 　 　 318 △6.2 　 667 △16.0 　 729 △7.4

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 0 　 　 0 　 　 1 　 　

　２　受取配当金 　 7 　 　 3 　 　 11 　 　

　３　持分法による
　　　投資利益 　 7 　 　 0 　 　 7 　 　

　４　不動産管理料 　 ― 　 　 3 　 　 ― 　 　

　５　その他 　 8 24 0.5 1 10 0.3 10 31 0.3

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 52 　 　 25 　 　 95 　 　

　２　売上割引 　 1 　 　 ― 　 　 1 　 　

　３　たな卸資産処分損 　 105 　 　 95 　 　 173 　 　

　４　その他 　 9 169 3.3 11 131 3.2 19 290 3.0

　　　経常損失 　 　 463 △9.0 　 789 △18.9 　 988 △10.1

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　投資有価証券売却益 　 117 　 　 ― 　 　 587 　 　

　２　固定資産売却益 ※１ 95 　 　 ― 　 　 701 　 　

　３　その他 　 ― 212 4.2 0 0 0.0 33 1,322 13.5

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分損 ※２ 17 　 　 8 　 　 26 　 　

　２　固定資産売却損 ※３ ― 　 　 ― 　 　 26 　 　

　３　構造改革損 ※４ ― 　 　 ― 　 　 361 　 　

　４　会員権評価損 　 41 　 　 ― 　 　 41 　 　

　５　その他 　 16 75 1.5 ― 8 0.2 49 506 5.2

　　　税金等調整前中間
　　　（当期）純損失 　 　 326 △6.3 　 796 △19.1 　 173 △1.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税 　 8 　 　 9 　 　 21 　 　

　　　法人税等調整額 　 △4 4 0.1 0 10 0.3 △5 16 0.1

　　　中間(当期)
　　　純損失 　 　 330 △6.4 　 806 △19.4 　 189 △1.9
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③ 中間連結剰余金計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結剰余金計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 1,379 　 1,379

Ⅱ　資本剰余金増加高 　 　 ― 　 ―

Ⅲ　資本剰余金減少高 　 　 　 　 　

　　　繰越損失補填のための
　　　資本剰余金取崩額

　 415 415 415 415

Ⅳ　資本剰余金
　　中間期末(期末)残高

　 　 963 　 963

　 　 　 　 　 　

(利益剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 △458 　 △458

Ⅱ　利益剰余金増加高 　 　 　 　 　

　　　資本剰余金取崩による
　　　繰越損失補填額

　 415 415 415 415

Ⅲ　利益剰余金減少高 　 　 　 　 　

　　　中間(当期)純損失 　 330 330 189 189

Ⅳ　利益剰余金
　　中間期末(期末)残高

　 　 △373 　 △232

　
　

④ 中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,537 963 △232 △54 4,214

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　中間純損失 　 　 △806 　 △806

　自己株式の取得 　 　 　 △1 △1

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

　 　 △806 △1 △808

平成18年９月30日残高(百万円) 3,537 963 △1,039 △55 3,405

　

　
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 178 178 ― 4,392

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　

　中間純損失 　 　 　 △806

　自己株式の取得 　 　 　 △1

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△27 △27 　 △27

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△27 △27 　 △835

平成18年９月30日残高(百万円) 150 150 ― 3,556
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⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　　　税金等調整前中間
　　　(当期)純損失

　 326 796 173

　　　減価償却費 　 200 193 420

　　　退職給付引当金の
　　　増加額(△減少額)

　 △3 4 △12

　　　貸倒引当金の減少額 　 △1 △0 △3

　　　返品調整引当金の
　　　減少額

　 △90 ― △90

　　　賞与引当金の
　　　増加額(△減少額)

　 5 △4 △9

　　　受取利息及び受取配当金 　 △8 △4 △13

　　　支払利息 　 52 25 95

　　　たな卸資産処分損 　 105 95 173

      持分法による投資利益 　 △7 △0 △7

　　　投資有価証券評価損 　 4 ― 4

　　　投資有価証券売却益 　 △117 ― △587

　　　固定資産売却益 　 △95 ― △701

　　　固定資産売却損・処分損 　 17 8 53

　　　会員権評価損 　 41 ― 41

　　　構造改革損 　 ― ― 361

　　　売上債権の減少額 　 932 283 1,793

　　　たな卸資産の
　　　減少額(△増加額)

　 △316 33 △95

　　　仕入債務の減少額 　 △151 △59 △560

　　　その他 　 △165 △101 △65

　　　　小計 　 76 △325 625

　　　利息及び配当金の受取額 　 8 5 14

　　　利息の支払額 　 △46 △24 △90

　　　法人税等の支払額 　 △9 △20 △10

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 28 △364 539
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　　　投資有価証券の取得
　　　による支出

　 △62 △3 △66

　　　投資有価証券の売却
　　　による収入

　 124 6 973

　　　有形固定資産の取得
　　　による支出

　 △252 △51 △511

　　　有形固定資産の売却
　　　による収入

　 122 ― 777

　　　長期前払費用による支出 　 △11 △7 △17

　　　定期預金の預入
　　　による支出

　 △25 ― ―

　　　定期預金の払戻
　　　による収入

　 25 ― 25

　　　その他 　 41 0 39

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △37 △55 1,219

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　　　短期借入金の減少額 　 △210 ― △650

　　　長期借入れによる収入 　 450 ― 550

　　　長期借入金の返済
　　　による支出

　 △178 △189 △1,075

　　　その他 　 △1 △1 △2

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 60 △191 △1,177

Ⅳ　現金及び現金同等物の
　　増加額(△減少額)

　 51 △611 581

Ⅴ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

　 598 1,180 598

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

　 650 568 1,180
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

子会社は全て連結してい

る。

連結子会社の数　　　２社

連結子会社は、㈱仁丹ファ

インケミカル、仁丹ミラセ

ルびわ湖㈱である。

従来連結子会社であった仁

丹栄光薬品㈱と㈱仁丹ファ

インケミカルは平成17年４

月１日に合併し、㈱仁丹フ

ァインケミカルとなってい

る。

子会社は全て連結してい

る。

連結子会社の数　　　２社

連結子会社は、㈱仁丹ファ

インケミカル、仁丹ミラセ

ルびわ湖㈱である。

子会社２社は全て連結して

いる。

連結子会社は、㈱仁丹ファ

インケミカル、仁丹ミラセ

ルびわ湖㈱である。

従来連結子会社であった仁

丹栄光薬品㈱と㈱仁丹ファ

インケミカルは平成17年４

月１日に合併し、㈱仁丹フ

ァインケミカルとなってい

る。

２　持分法の適用に関

する事項

１　持分法適用の関連会社

の数　  　　　　１社

　　㈱メディケアシステム

ズ

１　持分法適用の関連会社

の数　  　　　　１社

　　㈱メディケアシステム

ズ

１　持分法適用の関連会社

の数　  　　　　１社

　　㈱メディケアシステム

ズ

　 ２　持分法を適用していな

い関連会社

　　エイシアンジンタンラ

ボラトリーズ㈱、シン

ノウ仁丹㈱、フォーシ

ーズアンドジンタン㈱

２　持分法を適用していな

い関連会社

同左

２　持分法を適用していな

い関連会社

同左

　 　　持分法を適用していな

い関連会社は中間連結

純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

であるため、持分法の

適用から除外してい

る。

　 　　持分法を適用していな

い関連会社は、当期純

損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に

見合う額)等が、いずれ

も連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ、全体としても重

要性がないため、持分

法の適用から除外して

いる。

３　連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

全ての連結子会社の中間期

の末日は、中間連結決算日

と一致している。

同左 全ての連結子会社の事業年

度の末日は連結決算日と一

致している。

４　会計処理基準に関

する事項

１　重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　中間決算末日の

市場価格等に基

づく時価法(評

価差額は、全部

資本直入法によ

り処理し、売却

原価は移動平均

法により算定)

１　重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　中間決算末日の

市場価格等に基

づく時価法(評

価差額は、全部

純資産直入法に

より処理し、売

却原価は移動平

均法により算

定)

１　重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　決算末日の市場

価格等に基づく

時価法(評価差

額は、全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定)

　 　　　　時価のないもの

　　　　　…移動平均法に

よる原価法

　　　　時価のないもの

同左

　　　　時価のないもの

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 　②　たな卸資産

商品、製品、原材

料、仕掛品

　　　　……総平均法によ

る原価法

　　　貯蔵品

　　　　……最終仕入原価

法

　②　たな卸資産

同左

　②　たな卸資産

同左

　 ２　重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　①　有形固定資産

　　　　……定率法

　　　　ただし、平成10年

４月１日以降に取

得した建物(建物

附属設備は除く)

および仁丹ミラセ

ル工場びわ湖につ

いては、定額法に

よっている。

　　　　なお、主な耐用年

数は以下のとおり

である。

建物及び
構築物

13～50年

機械装置
及び
運搬具

５～11年

２　重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　①　有形固定資産

同左

２　重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　①　有形固定資産

同左

　 　②　無形固定資産

　　　　……定額法

　　　　ただし、ソフトウ

ェア(自社利用分)

については、社内

における利用可能

期間(５年)に基づ

く定額法によって

いる。

　②　無形固定資産

同左

　②　無形固定資産

同左

　 　③　長期前払費用

　　　　……均等償却(３～

10年)

　③　長期前払費用

同左

　③　長期前払費用

同左

　 ３　重要な繰延資産の処理

方法

　　新株発行費

　　商法の規定する最長期

間(３年)で均等額を償

却している。

――― ３　重要な繰延資産の処理

　　方法

　　新株発行費

　　商法の規定する最長期

間(３年)で均等額を償

却している。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 ４　重要な引当金の計上基

準

　①　貸倒引当金

　　　受取手形、売掛金等

の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債

権については貸倒実

績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権

については個別に回

収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計

上している。

４　重要な引当金の計上基

準

　①　貸倒引当金

同左

４　重要な引当金の計上基

準

　①　貸倒引当金

同左

　 　②　賞与引当金

　　　従業員に対する賞与

の支払に充てるた

め、支給見込額基準

に基づいて計上して

いる。

　②　賞与引当金

同左

　②　賞与引当金

同左

　 　③　返品調整引当金

　　　販売した製商品の返

品による損失に備え

るため、中間連結会

計期間末の売上債権

を基礎として、これ

に対応する返品見込

額の売買利益相当額

を計上している。

　③　返品調整引当金

同左

　③　返品調整引当金

　　　販売した製商品の返

品による損失に備え

るため、連結会計年

度末の売上債権を基

礎として、これに対

応する返品見込額の

売買利益相当額を計

上している。

　 　④　退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき当中間連結会計

期間末において発生

していると認められ

る額を計上してい

る。数理計算上の差

異については、その

発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)

による定額法により

それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用

処理している。

　④　退職給付引当金

同左

　④　退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上している。

数理計算上の差異に

ついては、各連結会

計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(５年)による定額

法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度

から費用処理してい

る。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 ５　重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算基準

　　外貨建金銭債権債務
は、中間決算日の直物
為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損
益として処理してい
る。

５　重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算基準

同左

５　重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算基準

　　外貨建金銭債権債務
は、決算日の直物為替
相場により円貨に換算
し、換算差額は損益と
して処理している。

　 ６　重要なリース取引の処
理方法

　　リース物件の所有権が
借主に移転すると認め
られるもの以外のファ
イナンス・リ－ス取引
については、通常の賃
貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっ
ている。

６　重要なリース取引の処
理方法

同左

６　重要なリース取引の処
理方法

同左

　 ７　重要なヘッジ会計の方
法

　①　ヘッジ会計の方法
　　　金利スワップについ

ては特例処理の要件
を満たしており、特
例処理を採用してい
る。

７　重要なヘッジ会計の方
法

　①　ヘッジ会計の方法
同左

７　重要なヘッジ会計の方
法

　①　ヘッジ会計の方法
同左

　 　②　ヘッジ手段とヘッジ
対象

　　　ヘッジ手段
　　　　…　金利スワップ
　　　ヘッジ対象
　　　　…　借入金

　②　ヘッジ手段とヘッジ
対象

同左

　②　ヘッジ手段とヘッジ
対象

同左

　 　③　ヘッジ方針
　　　主として、当社の社

内管理規定の「デリ
バティブ取引に関す
る規定」に基づき、
金利変動リスクをヘ
ッジしている。借入
金については、金利
変動リスクのヘッジ
のために金利スワッ
プ取引を行ってい
る。

　③　ヘッジ方針
同左

　③　ヘッジ方針
同左

　 　④　ヘッジ有効性評価の
方法

　　　金利スワップの特例
処理の要件を満たし
ているため、中間決
算日における有効性
評価を省略してい
る。

　④　ヘッジ有効性評価の
方法

同左

　④　ヘッジ有効性評価の
方法

　　　金利スワップの特例
処理の要件を満たし
ているため、決算日
における有効性評価
を省略している。
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 ８　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税
の会計処理は、税抜方
式によっている。

８　消費税等の会計処理

同左

８　消費税等の会計処理

同左

５　中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっている。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなっている。

　

会計処理の変更

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用

している。

　これによる損益に与える影響はな

い。

――― (固定資産の減損に係る会計基準)

　当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号)を適用して

いる。

　これによる損益に与える影響はな

い。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

　当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適用

している。これまでの資本の部の合

計に相当する金額は3,556百万円であ

る。なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、中間連結財務諸表規

則の改正に伴い、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成している。

―――
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表示方法の変更

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

（中間連結損益計算書）

　前中間連結会計期間において特別損失の「その他」に

含めて表示していた「会員権評価損」は、特別損失の総

額の100分の10を超えたため区分掲記した。なお、前中間

連結会計期間における「会員権評価損」の金額は４百万

円である。

―――

　

注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

※１ 担保に供している資産は次の

とおりである。

預金 25百万円

土地 515百万円

　 (385百万円)

建物及び
構築物

1,996百万円

　 (1,380百万円)

機械装置 784百万円

　 (784百万円)

投資有価
証券

596百万円

合計 3,918百万円

　 (2,550百万円)

※１ 担保に供している資産は次の

とおりである。

土地 515百万円

　 (385百万円)

建物及び
構築物

1,892百万円

　 (1,351百万円)

機械装置 734百万円

　 (734百万円)

投資有価
証券

310百万円

合計 3,452百万円

　 (2,471百万円)

※１ 担保に供している資産は次の

とおりである。

土地 515百万円

　 (385百万円)

建物及び
構築物

1,938百万円

　 (1,378百万円)

機械装置 794百万円

　 (794百万円)

投資有価
証券

365百万円

合計 3,613百万円

　 (2,558百万円)

　 上記に対する債務

短期借入金 1,415百万円

　 (200百万円)

一年以内
返済予定
長期借入金

1,024百万円

(224百万円)

長期借入金 1,073百万円

　 (868百万円)

従業員
預り金

23百万円

合計 3,535百万円

　 (1,292百万円)

(　)内は内数で工場財団抵当

に供している資産及び対応す

る債務を示す。

　 上記に対する債務

短期借入金 1,100百万円

　 (260百万円)

一年以内
返済予定
長期借入金

314百万円

(154百万円)

長期借入金 966百万円

　 (724百万円)

従業員
預り金

18百万円

合計 2,399百万円

　 (1,138百万円)

(　)内は内数で工場財団抵当

に供している資産及び対応す

る債務を示す。

　 上記に対する債務

短期借入金 1,100百万円

　 (260百万円)

一年以内
返済予定
長期借入金

382百万円

(214百万円)

長期借入金 1,087百万円

　 (776百万円)

従業員
預り金

22百万円

合計 2,592百万円

　 (1,250百万円)

(　)内は内数で工場財団抵当

に供している資産及び対応す

る債務を示す。

　２ ――― 　２ 偶発債務

債権譲渡高 232百万円

　２ 偶発債務

債権譲渡高 230百万円

※３ ――― ※３ 中間連結会計期間末日満期手
形の会計処理については、満
期日に決済が行われたものと
して処理している。
なお、当中間連結会計期間末
日が金融機関の休日であった
ため、次の中間連結会計期間
末日満期手形が、中間連結会
計期間末残高から除かれてい
る。

受取手形 0百万円

※３ ―――
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１ 固定資産売却益の内訳

摘要
金額

(百万円)

土地売却益 95

合計 95

※１ ――― ※１ 固定資産売却益の内訳

摘要
金額

(百万円)

土地売却益 701

合計 701

※２ 固定資産処分損の内訳　

摘要
金額

(百万円)

建物除却損 0

機械装置除却損 3

工具器具備品
除却損

5

除却に伴う
撤去・取壊費用

7

リース解約損 0

合計 17

※２ 固定資産処分損の内訳　

摘要
金額

(百万円)

（除却損） 　

建物 0

構築物 0

機械装置 2

工具器具備品 0

除却に伴う
撤去・取壊費用

4

合計 8

※２ 固定資産処分損の内訳

摘要
金額

(百万円)

(除却損) 　

建物 0

機械装置 4

工具器具備品 5

除却に伴う
撤去・取壊費用

17

リース解約損 0

合計 26

※３

　

―――

　

※３

　

―――

　

※３

　

固定資産売却損の内訳

摘要
金額

(百万円)

建物 24

構築物 1

工具器具備品 0

合計 26

※４

　

―――

　
　

※４

　

―――

　
　

※４ 構造改革損の内訳

摘要
金額

(百万円)
たな卸資産
処分損

345

希望退職者
退職金

16

合計 361
　

　

(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　発行済株式の種類および総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 20,750 ― ― 20,750
　
　

２　自己株式の種類および総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 50,820 3,934 ― 54,754
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　3,934株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 675百万円

担保に供している
預金

△25百万円

現金及び
現金同等物

650百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 568百万円

担保に供している
預金

―百万円

現金及び
現金同等物

568百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金 1,180百万円

担保に供している
預金

―百万円

現金及び
現金同等物

1,180百万円

　

セグメント情報

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日　至平成17年９月30日)

　
　 　　 当社グループは、主に保健関連商品の製造販売事業を行っている。当該事業の売上高及び営業利益

の金額は全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合のそれぞれ90％を超えて

いるため記載を省略している。

　

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日　至平成18年９月30日)

　
　 　　 当社グループは、主に保健関連商品の製造販売事業を行っている。当該事業の売上高及び営業利益

の金額は全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合のそれぞれ90％を超えて

いるため記載を省略している。

　　　　

前連結会計年度(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)

　
　 　　 当社グループは、主に保健関連商品の製造販売事業を行っている。当該事業の売上高及び営業利益

の金額は全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合のそれぞれ90％を超えて

いるため記載を省略している。

　

２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日　至平成17年９月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はない。

　

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日　至平成18年９月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はない。

　

前連結会計年度(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はない。
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３　海外売上高

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日　至平成17年９月30日)

　

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 208 726 363 1,298

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 5,139

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.1 14.1 7.1 25.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
２　各区分に属する主な国又は地域
　(1) アジア…………韓国、台湾、中国、タイ、シンガポール等
　(2) 北米……………アメリカ、カナダ
　(3) その他の地域…イタリア、メキシコ、オーストラリア、ベルギー等
３　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日　至平成18年９月30日)

　

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 212 545 69 827

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 4,166

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.1 13.1 1.7 19.9

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
２　各区分に属する主な国又は地域
　(1) アジア…………韓国、台湾、中国、タイ、シンガポール等
　(2) 北米……………アメリカ、カナダ
　(3) その他の地域…イタリア、メキシコ、オーストラリア、ベルギー等
３　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

前連結会計年度(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)

　

　 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 383 1,330 426 2,141

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 9,812

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.9 13.6 4.3 21.8

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
２　各区分に属する主な国又は地域
　(1) アジア…………韓国、台湾、中国、タイ、シンガポール等
　(2) 北米……………アメリカ、カナダ
　(3) その他の地域…イタリア、メキシコ、オーストラリア、ベルギー等
３　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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リース取引関係

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

900 519 380

その他
(工具器具
及び備品等)

346 159 187

合計 1,246 678 567

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

768 506 262

その他
(工具器具
及び備品等)

354 202 151

合計 1,122 708 414

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

768 446 322

その他
(工具器具
及び備品)

347 168 178

合計 1,115 615 500

２　未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 193百万円

１年超 398百万円

合計 591百万円

２　未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 183百万円

１年超 274百万円

合計 458百万円

２　未経過リース料期末残高相当額

等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 184百万円

１年超 337百万円

合計 522百万円

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 96百万円

支払利息相当額 10百万円

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 103百万円

減価償却費相当額 94百万円

支払利息相当額 9百万円

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 223百万円

減価償却費相当額 195百万円

支払利息相当額 19百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっている。

５　利息相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損

失はない。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左
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有価証券関係

(前中間連結会計期間末)(平成17年９月30日)

１　時価のある有価証券
　

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券 　 　 　

株式 515 1,022 506

計 515 1,022 506

　

２　時価評価されていない有価証券
　

　 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

非上場株式 164

貸付信託受益証券 24

計 188

　

(当中間連結会計期間末)(平成18年９月30日)

１　時価のある有価証券
　

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券 　 　 　

株式 145 358 213

計 145 358 213

　

２　時価評価されていない有価証券
　

　 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

非上場株式 157

貸付信託受益証券 24

計 182
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(前連結会計年度末)(平成18年３月31日)

１　時価のある有価証券

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券 　 　 　

株式 142 401 259

計 142 401 259

　

２　時価評価されていない有価証券
　

　 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

非上場株式 164

貸付信託受益証券 24

計 188

　

デリバティブ取引関係

(前中間連結会計期間末)

金利スワップについては特例処理を採用しており、注記の対象から除いている。

　

(当中間連結会計期間末)

金利スワップについては特例処理を採用しており、注記の対象から除いている。

　

(前連結会計年度末)

金利スワップについては特例処理を採用しており、注記の対象から除いている。
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１株当たり情報

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 212.54円 171.86円 212.21円

１株当たり中間純損失金額 15.97円 38.99円 9.15円

潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益

金額

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、１株当たり中間純損失

のため記載していない。

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、１株当たり中間純損失

のため記載していない。

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失

のため記載していない。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表
の純資産の部の
合計額　(百万円)

― 3,556 ―

普通株主に係る
純資産額(百万円)

― 3,556 ―

普通株式の
発行済株式数
　　　　　　(千株)

― 20,750 ―

普通株式の自己株数
　　　　　　(千株)

― 54 ―

１株当たり純資産の
算定に用いられた
普通株式の数(千株)

― 20,695 ―

２　１株当たり中間(当期)純損失金額

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

中間(当期)純損失
　　　　　(百万円)

330 806 189

普通株主に帰属
しない金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る
中間(当期)純損失
　　　　　(百万円)

330 806 189

普通株式の
期中平均株式数
(千株)

20,702 20,697 20,701

希薄化効果を有しな
いため、潜在株式調
整後１株当たり中間
(当期)純損失の算定
に含めなかった潜在
株式の概要

旧商法第280条ノ19の規
定に基づく新株引受権(ス
トックオプション)。これ
については平成17年６月
30日をもって終了してい
る。

―――

　

旧商法第280条ノ19の規
定に基づく新株引受権(ス
トックオプション)。これ
については平成17年６月
30日をもって終了してい
る。
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5. 生産、受注及び販売の状況

当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載していないため、品目別の生産・受注および販売の状

況を記載している。

(1) 生産実績

区分 生産高(百万円) 前年同期比増減(％)

オーラルケア 332 22.9

ヘルスケア 1,688 △29.4

メディカルケア 250 △11.3

カプセル（受託） 1,180 △18.1

その他 71 △18.0

合計 3,523 △21.2

（注）１　金額は販売価格で記載している。

 ２  上記金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 受注状況

当社はカプセル（受託）についてのみ受注生産を行っており、受注高については、販売実績に記載して

いる。なお、前連結会計年度末の受注残高は178百万円であり、当中間連結会計期間末の受注残高は312百

万円である。それ以外の保健関連商品については受注生産を行っていない。

　

(3) 販売実績

区分 販売金額(百万円) 前年同期比増減(％)

オーラルケア 341 374.7

ヘルスケア 2,034 △32.2

メディカルケア 334 14.6

カプセル（受託） 1,041 △22.1

その他 415 △5.1

合計 4,166 △18.9

（注）１　金額は販売価格で記載している。

 ２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売金額(百万円) 割合(％) 販売金額(百万円) 割合(％)

㈱メディケアシステムズ ― ― 705 16.9
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